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財務書類４表による町の財政状況分析（平成２５年度決算） 

 

 町の資産や負債などのストックに関する情報や、行政サービスの提供に要する

コストに関する情報などをわかりやすくするため、平成２５年度決算について、

「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」

の財務書類４表を作成しましたので、公表いたします。 

＊「総務省方式改定モデル」に基づき、昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」の

データを基に、普通会計を対象として作成しています。 

 

○財務書類 4 表 

表の名称 内容 

貸借対照表 行政サービスを提供するために保有する財産（資産）が、どのよ

うな財源（負債、純資産）で形成されたのかを示したもの 

行政コスト計算書 1 年間の行政サービスにかかる経費（経常行政コスト）を示した

もの 

純資産変動計算書 純資産が 1 年間でどのように変動したかを示したもの 

資金収支計算書 現金が 1 年間でどのように変動したかを示したもの 

 

 ※財務書類 4 表の相関関係 

【貸借対照表】  【行政コスト計算書】 

    

 負 債  経常行政経費 

資 産     ｜ 

   経常収益 

   ＝ 

 
 

 

    

    

   
【資金収支計算書】  【純資産変動計算書】 

   

収  入  期首純資産残高 

  ｜    ｜ 

支  出   

 

＝ 

     ＋ 

歳計現金増減額  一般財源・補助金受入等 

  ＋    ± 

期首歳計現金残高  資産評価替え等 

＝ 

    

＝ 

  

   

純資産 

期末純資産残高 

歳計現金 

期末歳計現金残高 

純経常行政コスト 

純経常行政コスト 



2 

≪貸借対照表（バランスシート）≫  

 

 貸借対照表は、会計年度末における町の財政状態（資産の保

有状況とその資産を形成するための財源の調達状況）を表して

います。左側に「資産」を表示し、右側に「負債」及び「純資

産」を表示し、「資産」は「負債」・「純資産」の合計と必ず一致

することから貸借対照表はバランスシートとも呼ばれます。  

 「資産」は、①将来、町に資金の流入をもたらす「回収する

資産」（売却可能資産や町税等の未収金など）と、②町が行政サ

ービス提供のために保有する「使うための資産」（庁舎、学校な

どの事業用資産や道路、公園、水路などのインフラ資産）に整

理されます。  

「負債」とは、将来、債権者に対する支払いや返済により町

から資金流出をもたらすものです（地方債など）。地方債は公共

資産等の「行政サービスを提供するために取得した財産の財

源」であり、行政サービスを受ける世代間の公平性を図るとい

う観点から発行されるものなので、負債は【将来世代が負担す

るもの】という見方ができます。  

「純資産」は、資産と負債の差額であり、地方税、地方交付

税、国県補助金など将来の資金の流出を伴わない財源や資産評

価差額などが計上されます。また、地方債と同様に「行政サー

ビスを提供するために取得した財産の財源」なので【これまで

の世代が負担した部分】という見方ができます。  
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●貸借対照表からわかること  

平成２５年度末の町の資産総額は 202 億 8,623 万円（町民 1

人当たり 139 万 4 千円）で、前年度より 6,663 万円の減となっ

ています。公共資産は全体の７３％を占めており庁舎、学校な

どの事業用資産や道路、水路などの ｲﾝﾌﾗ資産が含まれます。  

有形固定資産の目的別割合は右のと

おりで、これまでどの行政分野に社会

資本整備の重点を置いてきたかを把握

することができます。  

投資等については、全体の１５％を

占め、水道事業への出資金や特定目的  

基金などが含まれます。また、流動資産については、全体の  

１２％を占め、殆どが財政調整金、減債基金などの現金・預金

です。  

一方、負債総額は 68 億 6,550 万円（町民 1 人当たり 47 万 2

千円）で、前年度から 5,202 万円の減となりましたが、債務負

担行為に対する支出により長期未払金が減少したことが主な要

因です。地方債については、投資的事業を厳選し、起債の水準

を抑制するよう努めているものの、地方交付税の代替え財源で

ある臨時財政対策債の発行額が多額となり、地方債残高が漸増

している現況です。  

【社会資本形成の現世代負担比率】  

純資産は、過去から現代までの世代 （以下、「現世代 」という）の

負担により形成された財産の額を表しています。公共資産残高

に対する純資産の割合は、社会資本形成が現世代の負担により

どれだけ賄われたかを示すものと考えられます。公共資産は引

き続き行政サービスに利用される為、現世代の負担だけで形成

されることは一概に良いとは言えませんが、財政の健全性の視

点で見れば、将来世代の負担に頼り過ぎるよりも、現世代が既

に負担した割合が高いほうが今後の財政運営にとって、より望

ましいと考えられます。  

現世代負担比率  ＝  
純資産合計  

＝  
13,420,725 千 円  

＝  90.8% 
公共資産合計  14 ,784 ,033 千円  

（ ※ 50～ 90％ が 平 均 的 な 値 と さ れ て い る ）  

行政目的別区分  構成比  

① 生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全 30.8% 

②教育  29.1% 

③福祉  7.9% 

④環境衛生  7.5% 

⑤産業振興  11.5% 

⑥消防  1.0% 

⑦総務  12.2% 

有形固定資産計  100.0% 
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≪行政コスト計算書≫  

 

 行政コスト計算書は、 1 年間の行政活動のうち、ごみ収集や

福祉サービスなど、資産形成に結び付かない経常的な行政サー

ビスに係る費用（経常行政コスト）と、その行政サービスに充

当する使用料・手数料などの収益（経常収益）を表したもので

す。これにより、その差額として、町の経常的な行政サービス

について、町税等で賄うべき行政コスト（純経常行政コスト）

が明らかにされます。  

 

 

 

 

≪ 貸 借 対 照 表 ≫  ≪ 歳 入 歳 出 決 算 書 ≫  ≪ 行 政 コ ス ト 計 算 書 ≫  

歳 

出 

歳 

入 

資 産  

負 債  

純 資 産  

普通建設事業費

積 立 金  

 

地 方 債 、 国 庫 支 出

金 、一 般 財 源 等  

【 】 

人 件 費 、物 件 費  

福 祉 給 付 費 等  

行 政 ｺｽ ﾄ  

（ 費 用 ） 

 

収入項目 

（ 収 益 ） 

町 税 、使 用 料  

補 助 金 等  

 

歳入歳出決算と貸借対照表・行政コスト計算書との関係  
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●行政コスト計算書からわかること  

行政コスト計算書は、縦の列が性質別に、横の行が目的別に

分かれていて、どのような分野に力をいれているのかなどの地

方自治体ごとの特徴を見出すことができます。町の平成２５年

度における人件費や物件費などの「経常行政コスト」は 47 億

5,535 万円（町民 1 人当たり 32 万 7 千円）となり、 1 億 9,387

万円の増となっています。これに対して「経常収益」は 1 億

8,115 万円（町民 1 人当たり 1 万 2 千円）で、差し引き 45 億

7,420 万円（町民 1 人当たり 31 万 5 千円）が「純経常行政コス

ト」となり、町税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金

などで補っています。  

また、性質別に要したコストを前年度と比較すると「 1．人に

かかる経費（給与等支払いにかかる経費）」は 3,416 万円の増

（町民 1 人当たり 2 千円）、「 2．物にかかる経費（物件費、維持

管理費、減価償却費）」は 1,489 万円の減（町民 1 人当たり 1 千

円）、「 3．移転支出的な経費（町を通じ、いろいろなところへ支

出した経費）」は 4,900 万円の増（町民 1 人当たり 3 千円）とな

っています。  

【受益者負担比率】  

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の

金額であるため、経常収益の行政コストに対する割合を算出する

ことで、受益者負担の割合を見ることができます。  

受益者負担比率 ＝  
経常収益  

＝  
181,154 千 円  

＝  3.8% 
経常行政コスト合計 4 ,755 ,346 千円  

（ ※ 2～ 8％ が 平 均 的 な 値 と さ れ て い る ）  

分野別に経常収益の割合を見ると、一番高い環境衛生の分野

でも 7.1％であり、経常行政コストの多くが直接的な受益者負

担以外の税金等の財源で賄われていることがわかります。  
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≪純資産変動計算書≫  

 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されて

いる額がどのように変動したかを表していて、町税、地方交付

税などの一般財源や国・県補助金などの特定財源が純資産の増

加要因として、また、行政コスト計算書で算出された純経常行

政コストが純資産の減少要因として計上されることなどによ

り、１年間の純資産の変動が明らかにされます。  

純資産の増加は、将来世代に資産を残し、将来世代の負担を

軽減したことを意味し、逆に純資産の減少は、将来の負担を増

加させたことを意味します。  
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●純資産変動計算書からわかること  

期首の純資産残高から、先の行政コスト計算書で算出した純

経常行政コスト 45 億 7,420 万円が減額となり、その減額分に対

し地方税 13 億 9,199 万円、地方交付税 14 億 8,618 万円、その

他行政コスト充当財源 4 億 1,951 万円及び国県補助金等の受入

12 億 583 万円などで補填した結果、平成２５年度末の純資産残

高は 134 億 2,073 万円となり、前年度と比較して 1,462 万円の

減となりました。  

増減の要因となった項目のうち「臨時損益」は、経常的なコス

トや財源のほかに公共資産の除売却等の臨時的な要因によるコス

トや収入が発生したことがわかります。  

「科目振替」は、①財源として拘束されていなかった一般財

源が、公共資産や貸付金・出資金等の財源として使用（資本的

支出）され財源として拘束されることを表す「公共資産整備へ

の財源投入」や「貸付金・出資金等への財源投入」、②公共資産

の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付

金・出資金等の回収により使途の自由な一般財源として回収さ

れた（資本的収入）ことを表す「公共資産処分による財源の

増」や「貸付金・出資金等の回収等による財源増」、③公共資産

の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減価償却（価

値減少）に伴い一般財源として回収されたことを表す「減価償

却による財源増」、④公共資産等整備の財源として発行された地

方債を償還することにより公共資産等整備のうち地方債によっ

て賄われていた部分が、一般財源に置き換わることを表す「地

方債償還に伴う財源振替」、で構成されており、これらの増減で

資本的な収入及び支出に伴う純資産内部の振替が発生したこと

がわかります。  

【行政コスト対税収等比率】  

純経常行政コストと一般財源との比率を見ることにより、当

年度の純行政コストに対してどれだけが当年度の負担で賄われ

たかがわかります。  

行 政 コ ス ト  

対税収等比率  
＝  

純経常行政コスト  
＝  

4,574,192 千円  
＝  101.5% 

3 , 2 97 , 6 78 千 円 ＋1 , 205 , 8 29 千 円 4 ,503 ,507 千円  

（ ※ 90～ 110％ が 平 均 的 な 値 と さ れ て い る ）  
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≪資金収支計算書≫  

 

 資金収支計算書は、町の行政活動に伴う現金等の資金の流れ

を「経常的収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」と

いう性質の異なる三つの活動に分けて表しており、町の資金が

期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかにされます。  

 「経常収支の部」には、人件費や物件費などの支出と税収や

手数料などの収入による経常的な行政活動の収支の結果が示さ

れています。  

 「公共資産整備収支の部」には、公共資産の整備に伴う支出

と財源である補助金や借入金などの収入による公共事業の実施

に伴う収支の結果が示されています。  

 「投資・財務的収支の部」には、出資、貸付、基金の積立な

どの支出と貸付金の回収などの収入や地方債の償還等の投資活

動と財務的活動による収支の結果が示されています。  
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●資金収支計算書からわかること  

町の平成２５年度の経常的な行政サービスにかかる支出は   

39 億 5,275 万円あり、その支出を賄うための町税や地方交付税

などの収入は 45 億 8,569 万円あります。これらを差し引いた  

6 億 3,294 万円の経常的収支の黒字を、公共資産整備収支の赤

字額 2 億 6,062 万円と投資・財務的収支の赤字額 3 億 8,421 万

円に補てんした結果、不足額 1,189 万円が２５年度の資金収支

の赤字として期首歳計現金残高に加わり、この結果、期末歳計

現金残高は 2 億 3,358 万円になりました。  

【歳入額対資産比率】  

 貸借対照表上の資産合計は、社会資本として形成された固

定資産や積み立てられた基金など資産の総額を表しています。

この「資産合計」が「歳入合計」の何年分に相当するかを表し

たものを歳入額対資産比率といい、社会資本整備の度合を示す

指標といえます。この比率が高いほどストックとしての社会資

本の整備が進んでいるといえますが、他方、多額の維持管理費

が必要となります。  

歳入額対資産比率 ＝  
資産合計  

＝  
14,784,033 千 円  

＝  
2.89 

(年 分 )  
資金収支計算書の収入合計 5 ,118 ,229 千円  

（ ※ 3.0 年 ～ 7.0 年 が 平 均 的 な 値 と さ れ て い る ）  

【基礎的財政収支（プライマリーバランス）】  

基礎的財政収支とは、一般的に地方債の発行と償還を除いた

財務状況を表すもので、町の平成２５年度末における収支は

9,122 万円の黒字となっています。支出が税収等を大きく上回

り、基礎的財政収支が赤字の状態が続くと地方自治体は借金を

することになり、債務残高は増加の一途をたどることになりま

す。逆に黒字になると、債務残高は減少することになり、それ

以外の歳出は新たな借金ではなく当年度の税収等で賄えること

となるため、基礎的財政収支の改善は財政健全化の第一歩とさ

れています。  

（ 収入総額－地方債発行額－財政調整基金等取崩額－支出総額 ＋地 方 債

元 利償 還 額 ＋財政調整基金 及び減債基金 積立額 ） ＝ 91,217千 円  


